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議案第７１号 

　　　射水市手数料条例の一部改正について 

　射水市手数料条例の一部を次のように改正する。 

　　令和５年１２月２２日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志　 

 

射水市条例第　　号 

射水市手数料条例の一部を改正する条例  

射水市手数料条例（平成１７年射水市条例第８０号）の一部を次のように改

正する。  

第３条第１項中「現金でこれを」を削る。  

第４条を次のように改める。  

　（費用負担）  

第４条　謄本、抄本、証明書その他の書類の送付を求める者は、第２条第１項

に規定する手数料のほか、当該書類の送付に要する費用を納付しなければな

らない。  

　別表第１項第１号の表を次のように改める。  

 該当する事務 手数料を徴収する事務 金額

 1　法第10条第1

項及び第10条の

2第1項から第5

1　法第10条第1項、第10条の2第1項か

ら第5項まで若しくは第126条の規

定に基づく戸籍の謄本若しくは抄

1通につき　450円 

(多機能端末機(地方公共団

体情報システム機構を経由
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 項まで(これら

の規定を同法第

12条の2におい

て準用する場合

を含む。)、第48

条第1項及び第2

項(これらの規

定を同法第117

条において準用

する場合を含

む。)、第120条

第1項、第120条

の2第1項、第120

条の3第1項及び

第2項、第120条

の6第1項並びに

第126条の規定

に基づく戸籍に

関する事務

本の交付又は同法第120条第1項、第

120条の2第1項若しくは第126条の

規定に基づく戸籍証明書の交付

して本市の電子計算機と電

気通信回線で接続された端

末機で、当該端末機の操作に

より証明書等を発行する機

能を有するものをいう。以下

同じ。)による交付の場合に

あっては、300円) 

 2　法第10条第1項、第10条の2第1項か

ら第5項まで又は第126条の規定に

基づく戸籍に記載した事項に関す

る証明書の交付 

証明事項1件につき　350円

 3　法第120条の3第2項の規定に基づ

く戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律（平成14

年法律第151号）第7条第1項の規定

により同法第6条第1項に規定する

電子情報処理組織を使用する方法

（総務省令で定めるものに限る。以

戸籍電子証明書提供用識別

符号1件につき　400円
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 下この項において同じ。）により戸

籍電子証明書提供用識別符号の発

行を行う場合（当該発行に係る戸籍

電子証明書の請求が同条第1項の規

定により同項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法により行

われた場合に限る。）における当該

発行及び戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行に係る戸籍電子証明

書の請求を行う者が同時に当該戸

籍電子証明書が証明する事項と同

一の事項を証明する戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書の請求

を行う場合における当該発行を除

く。） 

 4　法第12条の2において準用する同

法第10条第1項若しくは第10条の2

第1項から第5項までの規定若しく

は同法第126条の規定に基づく除か

れた戸籍の謄本若しくは抄本の交

1通につき　750円
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 付又は同法第120条第1項、第120条

の2第1項若しくは第126条の規定に

基づく除籍証明書の交付 

 5　法第12条の2において準用する同

法第10条第1項若しくは第10条の2

第1項から第5項までの規定又は同

法第126条の規定に基づく除かれた

戸籍に記載した事項に関する証明

書の交付

証明事項1件につき　450円

 6　法第120条の3第2項の規定に基づ

く除籍電子証明書提供用識別符号

の発行（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律第7条第1

項の規定により同法第6条第1項に

規定する電子情報処理組織を使用

する方法により除籍電子証明書提

供用識別符号の発行を行う場合（当

該発行に係る除籍電子証明書の請

求が同項の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を使用する

除籍電子証明書提供用識別

符号1件につき　700円
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 方法により行われた場合に限る。）

における当該発行及び除籍電子証

明書提供用識別符号の発行に係る

除籍電子証明書の請求を行う者が

同時に当該除籍電子証明書が証明

する事項と同一の事項を証明する

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本

又は除籍証明書の請求を行う場合

における当該発行を除く。） 

 7　法第48条第1項(同法第117条にお

いて準用する場合を含む。)の規定

に基づく届出若しくは申請の受理

の証明書の交付、同法第48条第2項

(同法第117条において準用する場

合を含む。)若しくは第126条の規定

に基づく届書その他市長の受理し

た書類に記載した事項の証明書の

交付又は同法第120条の6第1項の規

定に基づく届書等情報の内容の証

明書の交付 

1通につき　350円 

(婚姻、離婚、養子縁組、養

子離縁又は認知の届出の受

理について、請求により法務

省令で定める様式による上

質紙を用いる場合にあって

は、1,400円)
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　　　附　則  

　この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１項第１号の表の改正 

規定は、令和６年３月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8　法第48条第2項(同法第117条にお

いて準用する場合を含む。)の規定

に基づく届書その他市長の受理し

た書類を閲覧に供する事務又は同

法第120条の6第1項の規定に基づく

届書等情報の内容を表示したもの

を閲覧に供する事務 

書類又は届書等情報の内容

を表示したもの1件につき　　

350円
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議案第７２号 

　　　射水市国民健康保険税条例の一部改正について 

　射水市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

　　令和５年１２月２２日　提　　出 

射水市長　夏　野　元　志 

 

射水市条例第　　号 

　　　射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

　射水市国民健康保険税条例（平成１７年射水市条例第７９号）の一部を次の

ように改正する。 

　第２１条に次の１項を加える。 

３　保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８９第４項に規

定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合におけ

る当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

　（１）　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額　当該出産

被保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額

に、当該出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０

の５に定める場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産

予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定
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月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度

に属する月数を乗じて得た額 

　（２）　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額　 

　　当該出産被保険者につき第４条の規定により算定した被保険者均等割額 

　　（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額

後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産

後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

　（３）　国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得

割額　当該出産被保険者につき第６条の規定により算定した所得割額の

１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月数を乗じて得た額 

　（４）　国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額　当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した被

保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

　（５）　国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額　当

該出産被保険者につき第８条の規定により算定した所得割額の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

　（６）　国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等

割額　当該出産被保険者につき第９条の規定により算定した被保険者均
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等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

　第２２条の２の次に次の１条を加える。 

　（出産被保険者に係る届出） 

第２２条の３　保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合には、

次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

　（１）　納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

　（２）　出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

　（３）　出産の予定日 

　（４）　単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

　（５）　その他市長が必要と認める事項 

２　前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添えな

ければならない。 

　（１）　出産の予定日を明らかにすることができる書類 

　（２）　多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

　（３）　出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該

出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３　第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行

うことができる。 
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４　第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各号

に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を

確認することができる場合は、第１項の規定による届出を省略させることが

できる。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

　（適用区分） 

２　この条例による改正後の射水市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度

分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健

康保険税のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分ま

での国民健康保険税については、なお従前の例による。


